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要　 旨

　組織に と っ て は他組織 と差別化 し世界 で 競争 で きる ように する組織能力が重要である と言わ れ て い る 。 1990

年代以降、自社に ない 組織能力を獲得する
一
種の手段 と して、戦略的提携が行われ て い る。しか し、異業種間

の 戦略的提携は 異質の 環境で 培っ た 組織風土な どの た め 、多くの リス ク を孕 ん で い る 。 こ の よ うな異業種間の

戦略的提携をい か に し て成功に導 くこ とが で きる だ ろ うか 。 また 、 戦略的提携 に おい て組織能力は どの ような

役割を果たす の か 。 本研究 で は、こ の ような問題意識 に基 づ い て 、ソ ニ ーと豊田 自動織機の 合弁企 業の snCD

を対象に ケ ース ・ス タ デ ィ
ーを行ない

、 その成功要因を明らか に した 。

　本稿 の ケ
ー

ス で ある STLCD の 合弁に参加 した ソ ニ ーと豊田自動織機は、そ もそも組織 の 行動パ ター
ン の み

ならず、組織能力も全 く異なる 。

一
般的に異業種間の 戦略的提携を成功 させ るため に は、組織的 ・戦略的 ・文

化的適合陸を図るべ きだ と言われ て い るが、本稿の ケ
ー

ス で は ど の よ うにして それを達成した の だ ろ うか 。ケー

ス 分析の 結果、3 つ の 要因があ っ た こ とが明らか に な っ た 。

　第
一

に、異質の 組織能力 の 存在と相互 の 組織能力を尊重 した こ とで ある。すな わ ち、q二い に異な る分野 に お

け る異質の 組織能力が存在 し、
一
方の組織能力を補う組織能力を他方が有 して い る こ とが提携成立 の 成功 に寄

与 し、提携後にお い て は 相互 の 組織能力 を認 め る尊重 の 精神が 重要 に働 い た 。

　第二 に、初期の困難を早期に解決で きる組織構造づ くりである 。 言い 換えれば 、 組織図の 部署配置に ソ ニ
ー

と豊田自動織機の 担当者 を混合配置 したの で ある 。 こ の ような融合関係が比較的早 い 段階 で親企業か ら派遣さ

れ たメ ンバ ー同士 の異な る行動パ ターン を
一
致させ る要素 とな っ た 。

　第三に、意思決定 の 枠を構築して 、組織 内部 の コ ミ ュ ニ ケ
ーシ ョ ン を活性化 した こ とである 。 具体的に、経

営会議、組織交流、用語の 交流な どを行 い 、早期に相違の行動パ タ
ー

ン を
一

致 させ るように した 。

　 こ の ような結果 は 、今後戦略的提携を考慮 して い る組織は、事前 に 自社の 組織能力を補え る相手を探索 し、相

互 の 組織能力を尊重する努力を果 た す べ きで あ る こ とを示唆す る 。

1．は じめ に

　デ ジ タル 放送の 開始やイ ン ター
ネ ッ トの ブ ロ ー

ド

バ ン ド化の 進展などを受けて 、多彩で高精細な映像

の 表示に対す る期待が高 まる中、デ ィス プ レ イの 主

役は従来の ブ ラ ウ ン管からフ ラ ッ トパ ネル デ ィ ス プ

レ イ （FPD ）に代わ りつ つ ある 。 FPD の 大半を占め

る液晶デ ィ ス プ レ イ（LCD ：liquid　Crystal　Display）

市場は、2001年 の 2．3兆 円か ら、2005年にす で に約

5 兆円市場に達して い る （泉谷他，2005 ）。 生産能力

の 面 で 、日本 は 台湾、韓国 に次ぐ3位 と な っ て お り、

今後の 日本の リーデ ィ ン グ 産業の
一

つ となる こ とが

期待され て い る （日本立地 セ ン タ
ー

，
2003 年 7 月）。

しか し、 日本メーカ
ー

は 、 液晶パ 彳・ル の 出荷数量 に

お い て、2000年は 50％を占め て い た が、2002 年は

25％ と半減する結果となっ た （日本経済新聞2003年

5月 21 日）。その 原因は、韓国 の サ ン ス ンや   1フ ィ

リ ッ プ ス 、そ して台湾メ
ー

カ
ー

の 成長に 起因 して お
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り、日本 の LCD メ
ー

カ
ー

に とっ て は競争優位 を保 つ

ため の戦略策定に追わ れ て い る の が 現状で ある 。 し

か しなが ら、LCD 分野 で 競争優位 を達成するため に

は、巨額な開発 ・設備増強資金をい か に調達する か

が大 きな課題 で ある。その ため、単独 で事業展開す

る に は リス クが大 きく、技術や 資金面で十分な リ

ソ
ー

ス を確保す る た め に、企業 の 枠 を超 えた戦略的

提携〔’）が行われ て い る 。 例えば、2001 年始まっ た東

芝 と松下電器産業との 合弁が2002 年4月に事業統合

した ケース 、台湾首位の友達光電か ら20％ の 出資を

受け入れ た富士通 デ ィ ス プ レ イ テ ク ノ ロ ジ
ーズ の

ケース 、2004 年か らの ソ ニ ーと三星の提携の ケ
ー

ス 、2004年セ イ コ ーエ プ ソ ン と三洋電機の 液晶事業

を統合 したケー
ス などが挙げられ る 。 こ の ように 日

本国内企業 の 枠 を超 える 戦略的提携が デ ィ ス プ レ イ

市場で行わ れ て い る が 、うま く成功 し た例 は少ない

とい われる 。 すなわち 、
こ の よ うな戦略的提携は 、 最

初の 思惑通 りに行か ず、5〜6割が失敗す る と報告 さ

れて い る 。 互 い に多くの便益 を求め て 、 リ ス ク の高

い ビジ ネス に協力しよ うとする もの の 、実際 には 相

互 の 異 なる組織文化などの 問題 に逢着して うま く行

か ない ケ
ース も多い 。こ の よ うな現状 の 中 で、LCD

市場 で は後発走者 で ある もの の 、異業種で各々 独自

の 強み を持 っ て い る ソ ニ ーと豊田自動織機の 合弁で

生 まれた STLCD 社 の ケ ース は、異業種の 戦略的提

携と して 、97 年 10 月合弁の ス タート以 来、続 い て

投資を拡大 して い る 。 提携後間もな くLCD 生産の歩

留まりを Lげて 、高い 顧客満足 を得 て お り、戦略的

提携は成功的に進行して い る とい え る だ ろ う。

一
般

的な認識 として は、異業種間 の 戦略 的提携は組織 文

化や言語な どの 差異 の ため、うま く進まない と考え

られ る が 、い か に して STLCD 社は こ の ような問題

を乗 り越 えた の だ ろ うか 。

　本稿 で は、提携 に 参加す る 企業の 組織能力   が戦

略的提携の 前後に い かな る役割を果たすか を分析す

るために、典型的な異業種の 戦略的提携の 事例 で あ

る STLCD 社を取 り上 げ、戦略的提携 と絹織能力と

の関係を分析する 。

2．戦略的提携と組織能力

　1980 年代 の M ＆A の ブーム の 後に、1990年代以

降は戦略的提携や 国際的合弁が流行に なっ た時代で

ある （Gil＆ Fe，　1999）。実際 に、1990 年代以来、戦

略的提携 が毎年25％ 以上の 比率で増加して い る と推

定さ れ る （lnkpen，1998）。また、Harbison ＆Prekar

（1998）は 、 1994年か ら 1997 年の 間に 32000の戦

略的提携が形成 された と推定 して い る。こ の ような

戦略的提携は 、 企業に競争的なポ ジシ ョ ニ ン グ を提

供 した り （Sorensen＆ Reve，　1998）、提携 を通 して

持続的な競争優位を与えた りす る （Jarillo， 1988 ）。

さら に は、自社に ない 組織能力 （ケイパ ビ リテ ィ ）を

獲得す る手段 と な る場合 もある （Hagedoorn ＆

Duysters ，2002 ）。

　 しか し、1990年代以 降の戦略的提携の 増加にもか

かわ らず、戦略 的提携が成功 に 至る場合は数少ない
。

近年の研究結果 に よ る と、提携の失敗率は 5 〜6割

〔こ至る と報告 される（Spe  an 　et　al．1997；Frerichs，

1999；Duysters　et 　al．1999）。 しか もそ の大多数が提

携の 初期 の 段階 で 失敗する。例 えば、Bleeke＆Emst

（1993）の 研究に よれば、提携の 66％ が 2 年以内で

深刻な管理的 な問題 に ぶ つ か る。こ の ような提携の

失敗は、提携を結ぶ経営者が 人的要素 な ど の ソ フ ト

要素よ り技術的要素や 運営的要素 、 財務的要素を強

調する こ と に起囚する場合が多い （Cartwright，

1993；Kanter，1994；Kelly　et　al．2002）。 そ の ため 、

こ の よ うな提携の失敗を防ぐた め に、い か に して 提

携 を成功 させ るか とい う視点を入れた研究 も増加 し

て い る 。 戦略的提携を成功させ る た め の 条件に 関 し

て は、組織学習 （Teece　et　aユ，1997）、初期段階に お

ける提携関係 を管理す る能力 （KeUy 　et 　al．2002 ）、戦

略的 ・文化的 ・管理的適合性 （Cui　et　aL 　2002）な

どが取り ！tげられて い る 。

　本稿で は 、 戦略的提携を分析する際に、ケ
ース企

業の 組織能力に着目して い るため、資源 ベ ー
ス の 見
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方 （リ ソ
ース ・ベ ース ト・ビ ュ

ー）（Pemrose，
　1958；

Barney，1986；Montgomery ＆ Wernerfelt， 1988；

Bamey
，
2002）か ら、 戦略的提携を考察す る 。 資源

ベ ー
ス の 見方 は、競合他社 と差別化で きる持続的な

成果を創造す る、独特で あ り、革新的な企業の組織

能力 （ケ イパ ビ リテ ィ）の 重要性 を強調す る。内部

の 組織能力が 重要 で あ る と して も、外部資源の 効率

的な利用 は、組織 の 内部に新 しい 変化 を もた らす こ

とに寄与する と考え られ る 。 Cohen ＆ Levinthal

（1989）は、イノ ベ ーシ ョ ン の プ ロ セ ス と して 重要な

要素は 、 組織内部の R ＆ D とす で に外部で 開発され

た技術 を採択す る能力 で ある と提示 した 。 こ の よ う

に戦略的提携を結ぶ 企業は、自社に ない 組織能力を

外部か ら取 り入れ、組織成果 を高め る こ とに 目的が

ある ため、内部 ・外部学習の手段の混合 として の 戦

略的技術提携に対 す る 関心 も増加 して い る （Comes −

Casseres
，
1996 ；Hagedoom ，

1993 ；Te   e
，
1992 ）。例

え ば、Hagedoom ＆ Duysters （2002 ）は、1990 乍

代以降の戦略的提携は 、マ ーケ ッ トシ ェ ア の 拡張 、

新市場 の 進 出、自社 の ケイパ ビ リテ ィを強化す る
一一

種の手段に な っ た と．i三張する 。 各研究の 間で は差異

が存在す るもの の 、外部資源 の 獲得手段 と して の 戦

略的提携に は共通点がある 。

　
一
方、Hagedoom ＆ Duysters（2002）は 、ハ イテ

ク産業とロ ーテ ク産業の よ うな産業の特徴に よ っ て

戦略的技術提携を結ぶ か、それ と も合併を行うか が

決まる とい う分析結果 を提示 して い る 。 すなわち、

ハ イ テ ク産業の 場合は、技術進歩 の ス ピー
ドが速 い

た め 、合併 よ り戦略的提携を結ぶ とい う考え方であ

る。また、Steensma ＆ Corley（2000）は、技術 の

独特性や模倣性、不確実性の 要素で 内部化 と外部化

の 意志決定が行 われ ると主張 した。彼らは、ライ セ

ン ス 、合弁、買収の 三 つ の タ イブ に分けて検証 した

が、技術 の 独特性が高 く、かつ 、技術 の 模倣性 が低

い 場合、合弁に お け る ソ
ーシ ン グ の 成果 が 高い と主

張 したC3）
。

　 しか し、従来の 先行研究で は、提携以降の組織能

力に注目して お り、 提携前後に おけ る組織能力の 役

割 につ い て の 分析 は殆 どな され て い ない
。 その た め 、

提携前後に おけ る組．織能力の役割と影響に つ い て分

析す る こ と は、成功 した 戦略的提携の 検討 におい て

極め て 重要で ある と考え られ る 。

　本稿 の ケ
ー

ス
・
ス タ デ ィ

ー
の 対象で ある、STLCD

社 は ハ イテ ク 分野 に お け る 戦略的提携で あ り、提携

を結 ん だ 親企業 で あ る ソ ニ ーと豊田自動織機 は そ れ

ぞれ相手 の 組織能力を獲得 ・活用する 目的で提携に

参加 した 。 本稿 で は、どの よ うな過程 を通 して 、提

携が うま く進展し、 成功的な関係を保つ こ とが で き

た かを、提携前後におけ る組織能力の 視点か ら分析

する 。

3．ケ
ー

ス
・

ス タデ ィ
ー

　LCD 市場 に お け る異業種間 の 戦略的提携 の ケ
ー

ス と して 、ソ ニ ーと豊 円 自動織機の 合弁企業で あ る

STLCD （株）を取 り上 げ る 。 分析資料 は、公開 され

た資料や ホーム ペ ージの 資料と合弁の 初期段階か ら

参加 して い る同社 の 総務部長 と の イ ン タ ビ ュ
ー

か ら

得られ たデ ータ で あ る （4♪
。

3．1 小型液晶産業の 競争状 況 とケ ース の 選択

　 日本の デ ィ ス プ レ イ市場 に おけ る 電気大手 の 事業

提携の動向を調べ て み る と、同業種の 問の 戦略的提

携が
一

般 的で あ る。例え ば、2002 年 4 月 に事業統 合

した東芝と松 ド電器産業 （東芝松下 デ ィ ス プ レ イテ

ク ノ ロ ジ
ー、以下東芝松下）、2004年事業統合 した

セ イ コ ーエ プ ソ ン と三洋電機 （三洋エ プ ソ ン イ メ
ー

ジ ン グデバ イ ス 、以下三洋 エ プ ソ ン ）な どが挙げら

れ る 。 それ とも、シ ャ
ー

プの ように単独で 生 き残り

の 道を模索す る ケ
ー

ス もある。

　 しか し、1986 年か ら始まっ た 凵本 IBM と東芝と

の 合弁が 2001 年 8月 に解消された ように、同業種 の

合弁で あ る か ら成功 しや す い とい う公式は成 り立た

ない の も事実 で あ る。本稿 の ケ
ー

ス と して 取 り上 げ

る STLCD の合弁に参加 して い る ソ ニ ーは、2004年
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韓国の 三 星とプ ラ ズマ 分野 で提携関係を締結 して い

るもの の 、より興味深い の は全 くエ レ ク トロ ニ ク ス

分野 の 経験が な い 豊田自動織機との 合弁である 。 先

述 したように、異業種間の 戦略的提携 は相互 の 組織

風土 が異な る の で 、失敗 しやすい とい わ れ て い る が 、

い か に して異業種間の 戦略的提携は成功に至 る の だ

ろ うか 。 こ の 問 い に答える た め に、本稿で は異業種

の ソ ニ
ー

と豊 田 自動織機の合弁で ある STLCD （株）

を取 り上 げ、分析する 。

3．2　ケ
ース 企業の 現況

3．2．1STLCD （株）の 合弁成立 と生産能力

　STLCD （株）は、ソ ニ ーと豊田自動織機 が そ れ ぞ

れ 50％ の出資を行い 、1997年 10月創立 した合弁企

業 で ある 。 社員 の 構成は、750人 （2002年 7月時点）

の 中で ソ ニ ーか らの出向者は 45人、豊田 自動織機か

らの 出向は 150人 で ある 。 1995年、両社 の 提携動機

を知っ て い た液品業界の ある技術者の紹介に よっ て 、

1996年 12 月か ら交渉が始 まっ た。交渉 の 結果、お

よそ半年で合弁が成 立した 。

　STLCD （株）は 、「次世代の 液晶」と言 わ れる低

温 ポ リ シ リ コ ン TFr 液晶 （LTFI］−LCD ）を生産し て

い る。最終的な製品 は、ビ デ オカ メ ラや デ ジ タ ル カ

メ ラ、PDA 、携帯な どに使われ る 。 同社に投資し て

い る ソ ニ ー
と豊田 自動織機は、それぞれ LCD 分野 に

おける高 い 技術力 と現在の トヨ タ の マ ザーカ ンパ

ニ
ーと して の 高 い 製造技術力を持 っ て い る 。 こ の よ

うに 同社は異質の業種の結合に よ っ て成立 した典型

的な異業種間の 戦略的提携で ある。同社 は 1999年4

月か ら本格的に生産を初め 、2002 年度の 売 り上 げ

は、338億円 に 上 っ て い る。生産能力は、一
基 ラ イ

ン 目 （1999 年 3 月か ら）は 、月産 1万 5 千枚 で あ り、

二 基 ラ イ ン 目 （2002年 7月か ら）は 、 月産 1万 7千

枚を増加 し、総生産能力は 月産3万 2千枚にな っ た 。

さら に 、 2005年 4月か ら月産 4万枚に引 き上 げる た

め に、2004 年 4月に は約100 億円を投 じて 増強 した

（ITMedia，2004年 04 月 21 日）。

3．2．2STLCD （株）の 製品の 特徴

　STLCD （株）は、液晶 の 中で も 「次世代 の 液晶」

と言われ る低温ポ リ シ リコ ン TFT 液晶 （LTFT ・

LCD ）を生産 して い る。最近、液晶 の 方式に も新技

術の導入が 進ん で い る 。 現状の TI’1］液晶の ほ とん ど

は ア モ ル フ ァ ス （非結晶体）シリコ ン を使 っ て トラ

ン ジス タ を形成する が 、電気抵抗が 大きい とい う欠

点があるため、替わ りにポ リシ リコ ン （多結 晶シリ

コ ン ）を使 っ たTFI］液晶が携帯電話の
一

部に搭載さ

れ て い る。ポ リシ リコ ン は 結晶が整然 と並び、電気

抵抗が 小さ い た め低消費電力で あ り、応答速度も高

速 なの で 滑 らか な動画が実現 で きる。液晶駆動用 IC

も直接ガ ラ ス 基板上 に作 り込むた め、部品点数も少

ない 。ただ、表 1の ように、ポリシ リコ ン液晶は大

型化と歩留 り向上 が課題と して残る が 、東芝松下、

三洋エ プ ソ ン や STLCD な どの 日本 メ
ー

カ
ー

が先行

表 1 液品の 特徴の 比較

霾韈 轟 懿聾 華1羅 轢 羅華 鵜難 1灘 1攣 溺 融 影 藷 鞍 恥 齢 謬毒 趣

鰻 轡 疹謬 融 講 継 畿 韻 融  磯

毒 融蠡 韜

葡 鯨轡 罍 膨 蠱 聽騨 融 穆郵

講 轡盤 謬 睡 翻霧軸 聾 轄蠡 轄

1蠏 灘葦華 爨戀鑞 難鑿 馨爨鑓爨嶷鑼韈 靉 爨 爨鑿
鱗 韈 嬢 懿
熱懿 鍵鏘 鸛 纏

蠶靆 靆蠶鑿灘

1華灘聾蛬
轄榊 雛 齢 鱒 郵 噛 隷

画　質 画　像 優 劣 劣
一 一

応答性 優 劣
一

劣
一

高精細 優 劣 劣 劣 劣

消 費電力 優 優
一 一

劣

大型化 劣 劣
一 一

劣

信頼性 優 優
一 一 一

価格 優 優 劣 劣
一
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して い る 。

一
方、独 自戦略を駆使 して い る シ ャ

ー
プ

は 、 CG シ リ コ ン （連続粒界シ リ コ ン）と呼ばれる 、

ア モ ル フ ァ ス の 600倍 、ポ リシ リコ ン の 4倍 の 電子

移動速度を持つ 高性能液晶に取 り組ん で お り、　
・
部

の 携帯電話、PDA で の 搭載を開始して い る。STLCD

で製造され た製品すべ て は ソ ニ
ー

が 引き取 っ て い る 。

3．2．3STLCD （株）の 生産工程

　STLCD （株）の 生産 ラ イ ン は、…つ の ラ イ ン で、

最初か ら流す製品を決め て 、 需要に合わせ て 流す形

を取 っ て い る 。 LTFT −LCD の 生産 【：程 は、以下 の よ

うに 4段階に構成され て い る 。

  TFI］工 程 ：ガ ラス 基板上 に トラ ン ジ ス タ作製 （
一

　 番大切な工程）。 ガ ラ ス 基板上 に赤 ・緑 ・青色を形

　 成する。

  セ ル 工程 ：2 枚の ガ ラ ス 基板を貼 り合わ せ 、切 断

　 後、液晶を注入す る。

  検査 ・実装 1：程 ：LCD の動作確認、外付部品を組

　 付 ける。

  品証出荷検査 ：実装後の動作確認、出荷する 。

　生 産工程 の 中 で 、　 番 目の TFT 工程 に お い て、

レーザーア ニ ール技術 （TFr 基板上 に、メ モ リなど

を設計 できる技術）は 番 大切 で 独特な技術 で あ り、

合弁を締結する際に契約に よ っ て保護 され た（5）
。

3．3　ケ ース 企 業の 組織能力

　次 に 、ケ ー
ス 分析 に 入 る 前 に、ケ

ー
ス 企業の 組織

能力を確認して お こ う。 まず、提携が成立する前の

段階 に お い て 、合弁に参加 した ソ ニ
ー

と豊田 自動織

機の組織能力をみ る と、 図 1 の よ うに な る 。
つ ま り、

ソ ニ ー
は、液晶分野 の 技術 開発 にお い て、TF 『液晶

技術の 中で も当時
一
般的で あっ た ア モ ル フ ァ ス TFr

液晶技術 で は 他企業 に遅れ を取 っ て お り、競争優位

の 確保が難 しい ア モ ル フ ァ ス TF’1］液晶技術の 開発を

断念し、最初か ら低温ポリ シ リコ ン TP”r液晶（LTFT −

LCD ）技術の 開発を行い 、1995 年に成功 した 経緯が

あ る。そ の た め 、TFTLCD の 中 で も競争優位性 の あ

る LTFT ・LCD の 設計技術が組織能力である とい え

る。一
方、豊田 自動織機の 場合、トヨ タグル

ー
プ の

マ ザーカ ンパ ニ ーと して の ト ヨ タ生産シ ス テ ム に基

ソ ニ
ー

LTIT の 設計開発能力
・開発品質
・
開発 リ

ー
ドタ イ ム

靉組

豊 田 自動織機

生産能力
・歩留ま りの向上能力
・生産 リ

ー
ドタ イム

⇒
客

足

顧

満

図 1STLCD におけ る組織能力 の 形成
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戦 略的 提 携 と組 織能 力と の関 係 （朴）

表2　市場規模 とSTLCD の 販売シ ェ ア （TFF の み）（単位 ：1000 個）

勢　 黼 趨 趨 轟 鯨 鵠 藩 鞴 韓 鱗 験嫁 雛

　　　 驪 雛 靉覊 魏鍵 難 轢繍 難 lll轢 轢 ll韈1轢 　 襲萋馨爨鞭 礬灘 韃1鑼 1鑢 翻 軸 齢 　　　　　　　舞勲 韓

韓 軸 轟 　 　 　 　 　 　 　 罍 蠱 郵

　 癰 　 　 　 　 　 　 　 融 鋸 鍵

Camcorder 11000 10300 12000 13000 13500 14000

（Share　ofSTLCD ） 18％ 22％ 28％ 39％ 40％ 41％

DSC 12000 13600 17500 30000 44000 47000

（Share　of　STLCD ） 12％ 37％ 44％ 45％ 45％ 45％

PDA 4000 4200 6500 12300 31000 35500

（Sha犯 of　STLCD ） 16％ 45％ 61％ 65％ 66％ 67％

Mob 丑e 　Phone 11000 60000 120000 180000 250000

（Share　ofSTLCD ＞ 4％ 16％ 18％ 20％

Car　Moni 救）r 2700 3400 4000 5200 6500 7500

（Sh紺 e　of　STLCD ） 8％

TOTAL 29700 42500 1000000 180500 275000 354000

（Sh紺 e　of　STLCD ） 14％ 22％ 17％ 26％ 29％ 29％

つ く、生産技術 を保有 して お り、歩留 まりの 向上 と

短い 生産リードタ イム を実現する能力を有して い た 。

しか し、ソ ニ ー
は、LTFr 液晶の 技術開発に は 成功

した もの の、それ を生産した経験が全 くなか っ たの

で 、大量生産 に入 る際に、歩留ま りを上 げる方策 を

考えなけれ ばな らず、自社の 乏しい 組織能力を補う

た め に豊 田 自動織機 と の 合弁 に着手 した。豊 山 自動

織機 も半導体ビ ジ ネス に参加する た め の 技術力は な

い もの の
、 トヨ タ 生産 シ ス テ ム に よ る高い 生産技術

の ノ ウハ ウ を持っ て お り、STLCD とい う合弁企業

を立 ち上 げるの に合意 した。

　次に、こ の よ うに異な る親企 業の組織能力の もと

で 成立 した STLCD の 組織能力 を検討して み よう。

ソ ニ ー
の 独特なLTFr −LCD 技術 と、豊田自動織機の

生産技術 の 結合 に よ っ て、STLCD は小型 の LTPTI］・

LCD を生 産す る Quahty（高い 品質）、Cost （低 い コ

ス ト）、 Delivery（短い 納期）が実現で きた 。 品質の

面 で は、トヨ タ生産シス テ ム を取 り入れて 、他社の

100−300PPM の 品質に対 して 、生産開始 して か ら間

もな く50PPM を達成 して い る 。 その 結果、生産量

の 全量 を ソニ
ー

が買い 取 り、再び他社に販売 して お

り、在庫ゼ ロ を実現 した。また 、リ
ー

ドタ イム に お

い て も、他所の 生産施設は、約1ヶ 月かか るが、同社

の 場合、10 日を実現 して い る とされ る。そ の 結果、

顧客 の 反応がよ くな り、生産能力を続け て拡張 して

い る 。 1999 年 4 月の ビデ オ カ メ ラ 2000枚が、2000

年 7 月には フ ル 稼働 して 、100万枚以上生産 して い

る 。 表 2の STLCD の市場 シ ェ ア の予測値か らも同

社 の 生産性 の 拡大が分かる。

3．4　ケ
ー

ス 分析

3．4．1　提携動機と目的

　まず、提携前 の STLCD の 親会社で あ る ソ ニ
ーと

豊田自動織機の提携動機 を検討 して み よ う。 ソ ニ ー

は、先述 したように 95年 LTFr −LCD の研究開発に

成功 し た が 、まだ量産に は至ら な い 状況であ っ た 。

そ の ため、2年の 間、よ り良い 材料を工夫す るなど

コ ス ト効率性を考えつ つ 、リ ス ク分散と効率的な生

産が可能なとこ ろ を探 した とされ る。一
方、豊 田 自

動織機は 、80年代か らエ レ ク トロ ニ ク ス へ の 進出 を

考えて 、 90年代半ばか ら半導体開発を試み たが 、 そ

の 計画が うまく進まなか っ た 。 その 際に、半導体 の

有名な技術者が 、 両社を結びつ けた のであ る 。 そ の

結果、96年 12 月 に交渉を始め、97年 10月 22 日に

合弁が成立 した 。

　次に、提携日的を検討する と、ソ ニ
ー

の 場合、投

資を半分に しなが らも、トヨ タ自動生産方式を導入

して くれ る の で は ない か とい う期待 を持 っ て い た。
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一
方、豊 田 自動織機 の 場合、先端エ レ ク トロ ニ ク ス

に進出 し よ うとする従来の 目的の うえで 、ビ ジ ネス

と して儲かる目的 と それ以外の 半導体の 技術 を取得

しよ うとした 。 提携動機と提携目的を検討 して み る

と、設計技術 分野 と生産技術分野 における異 なる組

織能力の存在が 、ソ ニ ーと豊田自動織機の合弁を成

立するように した こ とが明 らかになる 。 つ ま り、互

い に異なる組織能力を獲得する とい う戦略的冖的の

ため合弁が成立 したの である。

3．4．2　両社 の 行動パ タ ーン

　次に、合弁に参加 した 両 者の 行動パ ターン を検討

す る と、ソ ニ ーは ス ピー
ドを 重視す る 文化 で あ る た

め 、個人で仕事をする が 、豊田 自動織機の場合は 、 サ

クセ ス を重視する文化 で あるため、組織 で 仕事 をす

る タ イプで あっ た （表 3）。 その ため 、 親企業で 出向

の 形で STLCD に集 まっ た同社 の メ ン バ ーは、提携

の 最初の 段階で戸惑い があ っ たとされ る 。 ソ ニ
ー

の

場合 、生産準備 をす る と き、個 人の 判断 で ど ん ど ん

仕事 を進め る 人が 多か っ た 。 例えば、ラ イ ン の 構成

や ど の よ うな材料を使 うか と い う問題 に対 して 、技

術の得意な人が旗を振る う。 そうする と、 製造の 人

は、全 く情 報を知 らない こ ともあ っ た と される。

一

方、豊田 自動織機の 場合、ラ イ ン に 関わ っ て い る

人 々 を全部集め て会議を して 決定す る。そ の ため 、

結論 は
・
つ で あ り、すべ て の 人が 同 じ情報 を 共有す

る ように な っ た 。
こ の ように 、

ソ ニ
ー

と豊田 自動織

機 の 行動 パ タ
ー

ン は 異なり、初期段階 で 両杜 か らの

メ ン バ
ー

は互 い の組織風ニヒを理解する に お い て 、
い

ささか戸惑い があ っ た と され る 。

3．4．3　提携の 成功要因

　表3で提示 したように、合弁 に参加 した ソ ニ
ー

と費

田自動織機の 間に は到底合わせ ない ほ どの 異なる行動

パ ターン が存在した。こ の ような行動 パ ターン は、ソ

ニ ーはエ レ ク トロ ニ クス の 製晶、豊 田 自動織機は車の

製品を製造する 企業の 特徴か ら出来したの で あ るが 、

長期間そうい っ た組織環境の 中で働 きなが ら体得した

各々 の 組織風土をその まま持 っ て来た初期の メ ンバ
ー

た ちに とっ て は極め て大きな戸惑い が あっ た とされ

る 、 しかし、こ の ような相互の 異質性 を克服 し、提携

を成功に導くよ うに した要因が あっ た 。 以 下で は 、合

弁初期の 困難があ っ た に もかかわらず、ソ ニ
ー

と豊田

自動織機 か ら出向した メ ン バ ーた ち が どの ように それ

を乗り越 えたかを検討する 。

　第一
に、相互 の 組織能力を尊重 した こ とで ある 。

表 3 　ソ ニ
ー

と豊 田 自動織機 の 比較

鑼難聾 萋獵讖 難耄鼕難1
　 　 聴寧 　羃鬱禰騨 螻 鋤 鯉 囎   鵬 磯 騾 羃耄甚甚糞義籌寉｛董霊鞋毳鞋蛬籌華薫寉羃籌釜爨羈蛬毳毳蕘義鞋義婁毒毒毳鰲毒毳毒難義灘

瞳 鋸 欝 璽 融 轡 豊 罍 動 融 郵 萄 纜 磐

萋難 灘爨鼕難 馨鐵 髏轢鰹 1飜難 爨彗1灘羃1
　 　 　 　 　 　 　 　 韓蟲鰻鞭囎融 鬱鵬欝騒鱗 轡 齢 陟 魯 鞠繪 罍 彰 藷辭 聾 轍 藷 鬱 轡 鯉

製品開発 の 面 半年か
一

年 に
一

囘 モ デ ル 交換

（ス ピード重視）

車 は 3、4年 に
．一

回モ デ ル 交換

仕事 の ス タ イ ル 個 人で 仕事 をす る （例 えば、上 司が 優秀 な

場 合 、他部 署 で あ っ て も従う）

組織で 仕事をす る （他部署の 上 司 に 従 うこ とは

しない ）

製 品 の 特性 エ レ ク トロ ニ ク ス 製 品 は進化が 早い の で 、

未 成 熟状 態 で も市 場 に出 す こ と が必 要

（欠点 を許す文化）

車 は人 の 命 と関 わる もの だ か ら、欠 点 を許 さ

ない 文化 （サ クセ ス ）

会社特性 （技術 と開発の 会社）

10個作 っ て
一

個 成功 す れ ばい い

（製造会社）

10 個作 っ て 10 個全部成功 しな けれ ば な ら な い

言葉の 差 EQC 、　 DQC ：試作品を流す とき、1 回、2

回流す時の 言葉 （開発 の 言葉）

号口 ：量産の 際、最終的 に顧客 に渡す と き、

使う言葉 （製造の 言葉）

一321一

N 工工
一Eleotronio 　Library 　



Japan Academy of Internetional Business Studies

NII-Electronic Library Service

Japan 　 Aoademy 　of 　工nternetional 　Business 　Studies

戦 略的提携 と組 織 能力 との 関 係 （朴）

多くの 戦略的提携を結ぶ 企業同士の 間で も、相手を理

解する試み はある もの の 、なかなか思惑通 りに行かな

い 場合が多い
。 しか し、 両社の差異を短期間に乗 り越

える ように した の は、互い に得意分野 の 違い （設計技

術分野 と生産技術分野の強み）を認識して い たか らで

ある 。

一
般的に、同 じエ レク トロ ニ クス 分野 に 属 して

い る 企業同士 の 提携が うまく進む よ うに思える が 、類

似なエ レ ク トロ ニ クス 文化を持 っ て い る企業同士 が 会

うと意外に ぶ つ か りかねなく、それほど長く提携が維

持され ない 可能性もある と され る  
。

　 しか し、全 く業界が異なる企業同士 の提携で ある

STLCD 社が こ れ まで 8年近 く合弁を維持 し、投資を

拡大する こ とが で きた理由 として は、豊田自動織機

は もともと製造会社であ り、ソ ニ ーの 生産製品の 要

求に い つ で も対応 で きるように なっ た点が大 きい と

考え られ る 。 言い 換え れ ば、互 い に異なる分野 に お

ける 異質の 組織能力が存在 し、一
方 の 組織能力を補

う組織能力を他方が 持 っ て い る こ とが 合弁 の 成功 に

寄与した とい える だ ろ う。 そ こ に は 、 互 い の 組織能

力を認め る尊重 の 精神が重要 に働 い た と される 。 こ

こ か ら、 異業種の戦略的提携に お い て 重要な成功要

因は 互 い の組織能力を補う提携相手を探 し、互 い の

組織能力を尊重 し、認める努力が必要で あ る と考え

ら れ る 。

　第二 に、初期の困難を早期に解決で きる組織構造

づ くりで ある 。 言 い 換 えれば、組織 図の部署配置に

ソ ニ ーと豊田 自動織機の担当者を混在 して 酉己置 した

の で ある 、 例えば、同社 の 技術開発 の 部署配置に そ

れがよ く反映 されて い る 。 同社の 技術開発の 部署配

置 は、LTFI ］−LCD の 研究開発 ・設計 を ソ ニ
ー

側 で行

い 、STLCD の技術部で そ の 技術 を引き受け、生 産技

術部署 に伝達す る仕組 み で あ っ た。しか し、こ の 技

術開発の段階で 興味深い の は、新技術を引き受ける

技術部署 の 役員及 びグル
ー

プ の 長 は ソ ニ
ー

出身に

な っ て い る もの の 、

一
つ の技術開発部署の長は、豊

田自動織機 の 出身にな っ て い る。また、生産部署は

逆 の 配置となっ て い る 。
つ まり、異業種の提携で あ

る特徴上、異なる分野 で 最高の 技術 を互 い に学習す

る仕組み を取っ て い る こ とが分か る 。 こ の よ うな融

合関係が比較的早 い 段階で 親企業 から派遣された メ

ン バ ー
同時の異な る行動パ ターン を一致させ る 要素

と なっ た と考え られる 。

　むろ ん、こ の よ うな技術開発に おけ る両社の メ ン

バ ー
の 混合的な部署配置 は相手に対する信頼関係が

なければ不可能な こ とで ある 。 こ の信頼［生を高め る

た め に、合弁 に参加 した両社 は きちんと契約を結ん

だとされ る 。 すなわち、ソ ニ ーは豊田自動織機にあ

る程度の 技術移転 は 認めるが、先述 した ように TF ］］

表 4　技術開発の 部署配置 と融合関係 （S　ソ ニ ー
JT 　豊 田自動織機）

瓣 囎 韓 轡 寧癰罍鬱韓籀羈 縄 罍 黼 鬱

嶷糞 鑞 難 覊 戀 葦鑼 鮮鑼 　　　　萋　蝶 　1　　薑羹選蕁蛬轟羃叢蛬爨難灘 葦轗　　　灘　　糞葦葦蕁聾1　華　　　垂華毒聾
研究，開発，設計 役人 ：S，技術部 役人 ：T ，生 産技術 1 部 （部 長 ：T，総括 G ：S，

（部長 ：T ，技術 開発 1G ：S， 工程 管理 G ：T，PR ：T，　 WET ：T ，　 ANY ：S，
技術開発 2G ：S，技術開発 DRY ：T ，成膜 G ：S，　 CF ：T，自動化 ：T）
2G ：S）

役人 ：T，生 産技術 2部 （部長 ：S，セ ル 1G ：T
，

⇒ →
セ ル 2G ：T，セ ル 3G ：S，検査実装 G ：T）

ソ ニ
ー

か ら持 っ て きた技術 量産化技術 開発

を管埋 す る 生産性向上技術開発
一歩留 ま りア ッ プ

一
コ ス トダ ウ ン

一
稼働率向 卜
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工 程 の 中で 、レ
ー

ザ
ー

ア ニ
ー

ル 技術 は一番大切 で 独

特な技術 で あ る た め 、特定期間まで は利用 で きない

ように契約を締結 して い る。

　第三 に、意思決定の枠を構築 して、組織内部の コ

ミ ュ ニ ケ
ー

シ ョ ン を活性化 した こ とで ある 。 具体的

に、経営会議、組織交流、用語の交流などを行っ た 。

例 えば、経営 会議 （役員会議）を週 2回 （最初 は、月

1 回ぐらい ）実施 した 。 会議の 参加者は、ソニ
ー

か ら

の 2人の 役員 と豊田自動織機か らの 2人 の 役員が、ラ

イ ン の 進め 方な どの すべ て を決めた 。 その 会議 の 目

的 は 、情報 の 共有、互 い の 得意分野を知る こ とと、早

い 意思決定を行 うた め で あ っ た 。 そ の 以 前は、下 位

担当者同士があ る 案件を 決 め て も しば しば 途中 で 変

更され 、再び調整する の に よ り手間の取 られ る問題

が発生 したため、首脳 同士 の 会議に よ っ て こ の よ う

な問題を解決する効果 もあっ た の で あ る 。

　次 に、互 い の い い 言葉 を受け人れて 使 っ た こ とで

ある 。 表3 に提示 したように、両社の異な る組織風

上 の ため、異な る 用語が存在 した が、言葉の 交流 に

よ っ て それ を相互 共有す る よ うに な っ た 。 例 えば、

エ レ ク トロ ニ ク ス 企業 の 試作 で 使わ れ る 「EQS ，

DQS 」とい う用語 を、製造現場で も取 り入 れ る よう

な こ とがあ っ た とされる。

　上 記の 要因に よ っ て合弁に参加 した両社は互恵的

な信頼関係 を保 ち、学習 の 共進化的進展 を成 し遂 げ

る こ とが で きた 。 具体的な成果と して は、トヨ タ生

産式の 導入によ っ て 不良率を下げ、歩留まり率は格

段に向上 さ れた 。 例えば、LCD の場合、普通 出す不

良率は 300〜500PPM くらい で ある が、　 STLCD の

場合は、50PPM に 止 まっ た 。 さ ら に、99 年4 月の

ス タ
ー

ト時点 で は 歩留 ま り率は 5 ％ で あ っ た が 、

2002 年時点で は極め て高 くな っ た 。
こ れ に は 、 トヨ

タ自動生産方式の 効率性が効 い たためだ と される 。

　 また 、小型モ バ イ ル型の TFTLCD を生産する

Quality，　Cost，　Deliveryも著 しく向上 した 。 それを受

けて 、顧客の 反応もよ くな っ た とされ る 。 とりわけ、

顧 客 に 良 くア ピー
ル され た の は、リ

ー
ドタ イム に お

い て 、他所の 生産施設は約 1ヶ 月かか る期間を、 ト

ヨ タ 自動生産方式 に よっ て STLCD は 10 日 しか掛か

ら な くな っ た 生産能力の す ぐれ た点に あ っ た 。 また、

生産量 の 全量 を ソ ニ ーが引 き取る の で 、ソ ニ
ー

の 品

質力も保証 され た 要因も無視で きなっ た とされ る 。

　その結果 、 STLCD の 生産能力は持続的 に 増大 し、

1999 年 4 月の 月産 1 万 5 千枚か ら、「基ラ イ ン 目

（2002年 7月か ら）は、月産 1万 7千枚 を増加 し、総

生 産能力は 月産3万 2千枚に なっ た 。 さ ら に 2005年

4 月か らは月産 4万枚 を製造 して い る。

3．5VRIO 分析によ るSTLCD の 組織能力の 評価

　先述 し た よ うに、STLCD は非常に競争が 激 しい

液晶デ ィ ス プ レ イ ビ ジ ネス 業界で 高い 品質と歩留ま

り、短 い リ
ー

ドタ イ ム を実現し、顧客か ら高い 評価

を受け て い る。こ こ で は、リ ソ
ー

ス ・ベ ー
ス ト・

ビュ
ーの VRIO フ レーム ワーク を利用 して 、STLCD

の 競 争優位 を分析す る。Barney （2002）は
．
般 的な

バ リュ
ーチ ェ

ー
ン

・
モ デ ル を多少修止 し、VRIO に

適用す る こ とを提案 した。こ の モ デ ル を STLCD に

適用 し た の が 図 2で あ る 。 STLCD は、
一

時的か も し

くは持続的な競争優位 を有 して い る事業活動の み に

専念する よ うに なっ て お り、そ れ が経済価値を生 み

出す能力をもたらして い ると考えられる。

　そ もそ もSTLCD の親企業の ソ ニ ーと豊田 自動織

機は、それぞれ設計技術分野 と生産技術分野にお い

て 持続 的な競争優位 を有 し て い る が 、い ずれ も

LTFT −LCD の 量産技術 は有 して い なか っ た の で あ

る 。 しか し、合弁に よ っ て成立 した STLCD を通 し

て 、短期間 で LTFT ・LCD の 大量生産能力が構築さ

れ 、LTFr −LCD の 大量 生 産 に お い て の持続的な競争

優位を有する よ うに な っ た とい える だ ろ う。

　大雑把 にい えば、STLCD は
一
般的な バ リ ュ

ー

チ ェ
ー

ン の 中 で 生産 に特化 して い るとい えるが、事

業活動を詳 し く検討する と、図2 の ように 、 購買 、

LTFI］−LCD の 生産技術 、生産 の ように区分す るこ と

が で きる 。 購買は ト ヨ タ生産シ ス テ ム の 導入 に よっ
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て 、ジ ャ ス トイ ン タ イ ム 方式 の 購買 が 実現 され て お

り、価値を生 み 出して い る が、他企業 も模倣が 可能

で あ り、持続的競争優位の 源泉 とは考え られず、　
・

時的競争優位を有 して い る とい え る だ ろ う。

　次に、R＆D 活動 は、一般 の バ リュ
ー

チ ェ
ー

ン では

共通イ ン フ ラ に配置す る が、こ こ で は生産活動 と強

く関 わ っ て お り、LTFI ］−LCD の 生産技術 を購買 と生

産 の 間に位置づ けた 。
こ の技術は 、ソ ニ

ー
の た ゆ ま

ぬ LTFf ・LCD の 設計技術開発 とい う持続的競争優位

と、豊円 自動織機 の トヨ タ自動生産方式に よ る 高い

生産技術能力に よ っ て 生み出された、極め て 高 い 持

続的競争優位で あ る と考え られ る 。 こ の 理由か ら、

STLCD の LTFr −LCD の 大量生産技術 は、他企業 の

模倣を許せず、持続的競争樹立の源泉と考えられ る 。

　また 、生産活動 も持続的競争優位 の 源泉 と考えら

れ る 。 先述 した ように生産活動は、LTFI］−LCD の 生

産技術 と密接に結び つ い て お り、独立的 に競争優位

を生 み 出すの で は な い が 、 ト ヨ タ 自動生 産 方式に

よ っ て リ
ードタ イ ム を短 くし、よ り歩留まりを向上

さ せ る機械の 配置と LCD 設計 の 提案が 行わ れ て い

る 。 とりわけ、自前 の 独 自な生産管理 の ための IT シ

ス テ ム を構築 して お り、 ITシ ス テ ム に よ っ て リード

タ イム を効率的に コ ン トロ ール して い る。 そ の ため、

競合他社が こ の 能力を真似する の は極めて難 しい と

い える だ ろ う。 この 理 由か ら、STLCD におけ る生産

活動 も持続的な競争優位 を生み出 して い る と考えら

れ る 。

　最後 に、STLCD に お い て持続的競争優位をもた

ら さ な い 活動は外に 配置 され て い る と考えら れ る。

例えば
、 販売活動の 場合、 ソ ニ ーがすべ て の最終製

品を買 い 取 っ て お り、STLCD は 実質的な販売活動

を行っ て い ない バ リュ
ー

チ ェ
ー

ン となっ て い る 。 そ

こ に は、STLCD の 成立後、間もな く高い 品質を実現

し、ソ ニ
ー

の 厳 しい 品質基準を満たすこ とで可能に

な っ たの で ある。

　VRIO 分析に よっ て STLCD の組織能力を検討す

る と、親企業の 異質の 組織能力の 結合に よ っ て 競合

他社が真似 で きない 強力な持続的競争優位を達成 し

た こ と が 分 か る 。 前述 の Hagedoorn ＆ Duysters

（2002）に よ る と、 1990年代以降の 戦略的提携は、自

社の 組織能力を強化す る一種の 手段 になっ て い るが、

自仕の組織能力を補える組織能力を持 っ て い る相手

サプ ラ イヤ
ー STLCD ソ ニ

ー

図2　VRIO に よ る STLCD の組織能力の評価
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を探 し出す作業が先に なされるべ きで ある。実際に

は こ の 段階 で 提携が 成功する か どうか が 決 まる と

い っ て も過言で はない 。こ こ から、戦略的提携 に お

い て 重要 な 成功要因 は 互 い の 組織能力 を補う提携相

手を探 し、 互 い の 組織能力を尊重 し、 認め る努力が

必要 で ある と考えられ る 。

4．イ ン プ リケ
ーシ ョ ン

　組織に とっ て は他組織と差別化 し世界で 競争で き

る ようにする糸H織能力が重要である と言われ て い る 。

近年、自社に ない 組織能力を獲得する
．種 の 手段 と

して 、戦略的提携が 行わ れ て い る 。 戦略的提携を成

功 させ る 要因 に は どの ような要素があ る の か。と り

わ け、戦略的提携 の 前後に お い て異質の 組織能力は

どの ような役割を果たすの か 。 本研究 で は 、こ の よ

うな問題意識 に基 づ い て、異質の 組織能力 を有し て

い る ソ ニ
ー

と豊 凵」自動織機の 合弁企業の STLCD を

対象に して ケ
ー

ス
・ス タ デ ィ

ーを行 っ た 。 ケ
ース分

析の 結果、STLCD の 親企 業で ある ソ ニ
ーと豊田自

動織機は、そ もそ も組織風土 の み な らず、組織能力

も全 く異な っ て い る こ とが分か っ た。それ ゆ え、初

期 の 段 階で 戸惑 い が あ っ た もの の 、相互 の 組織能力

を尊重す る姿勢と 、 技術部署の 配置、経営会議 や 用

語 の 共同使用な ど に よ っ て そ の 葛藤を乗 り越え る こ

とが で きた 。 最後に 、 VRIO 分析 に よっ て STLCD の

組織能力を検討する と、親企業の異質の組織能力の

結合に よっ て競合他社が真似 で きな い 強力な持続的

競争優位を達成 した こ とも明らか に な っ た 。

　従来の 戦略的提携 に 関する研究 で は、戦略的提携

を結ぶ 企業同士の 組織能力の 学習や技術移転に関心

を示 して い る もの の 、組織能力 の 視点か ら戦略的提

携 の 前後に お け る組織能力の 影響 と役割につ い て は

分析 され て い ない の が現状 で あ る 。 本稿の ケ ー
ス

・

ス タ デ ィ
ーで は、従来の先行研究 を踏まえた うえで、

今後の 戦略的提携を考慮す る 際 の 止 しい 判断基準 を

提携の前後に分けて検討し た の に 意義が あ る 。 本稿

で は 、相互 の 異質的要素の 結合 を検討す る た め に 、

異業種の戦略的提携を分析 したが 、異業種 ・同業種

問わず、戦略 的提携 を計画 して い る企業 にお い て、

十分気をつ ける べ きなの は 、 提携検討の際に、自社

の 組織能力を補える組織能力を有する相手を探 し出

す作業が 先に なされ るべ きで あ る点で あ ろ う。 それ

を誤 っ て しまうと、戦略的提携の 成果 は大幅に 縮小

される かも しれ ない
。 STLCD の ケ

ー
ス で は、相互 の

組織能力を補う組織能力の 持ち主の 結合に よ っ て さ

ら なる持続的な競争優位が 実現で きたと考えられ る。

こ の よ うな結果 は、異業種 だ けに 限定 され る もの で

は な く、同
一

な業種で あ っ て も相互 の 組織能力を補

完する意思決定 もあ り得る と考えられる 。

　本稿の分析で は異業種の戦略的提携を分析す る た

め 、一
つ の ケ

ー
ス 分析 に留ま っ て しまい 、本稿の 結

論をすべ て の 戦略的提携に 適用するの はい ささか限

界がある。こ うした 問題点を補うた め に、今後日本

国内 ・
国際別、あ る い は 同業種 ・異業種 に分 けて 、

ケ
ー

ス を 開発す る作業 が 必要 で あ る と考え られ る 。

＊ 本稿 の 執筆におい て 、東京大学 の 藤本 隆宏先生か

　らイ ン タ ビ ュ イ
ー

の ご紹介及び貴重 な コ メ ン トを

頂 い た 。 また、2004年度国際 ビ ジ ネス 研究学会で

　徳島大学の 出口 竜也先生 や 諸 先生方か ら，また匿

　名の レ フ ェ リ
ー

の 先生方か ら も、多くの貴重な コ

　メ ン トを頂 い た 。
こ こ に記 して 、感謝の 意 を表 し

　 た い 。
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戦略 的提携 と組織 能力 との 関係 （朴）

【注 】

Cl）　 戦略的提携とい う表現は 、
い まだ統

一
され て お

　　 らず、戦略提携・
ア ライア ン ス ・パ ー

トナ
ー

シ ッ

　　 プなどと混合 して使われ て い る （松行，2002）。

　　 本稿で は 2社以上 の 企業組織が企業の 意図する

　　 目的を達成す る ための戦略的動機で 同盟 を締結

　　 する企業行動を戦略的提携と定義 し、合併 ・
買

　　 収 を除い たあらゆ る企業間提携を含め る こ とに

　　 す る 。 そ れ ゆえ、本稿 で は合弁 （ジ ョ イ ン トベ

　　 ン チ ャ
ー
）も戦略的提携 の 範疇に 入 れ て い る 。

〔2）　 本稿における組織能力 は 、組織独特 な組織 の 強

　　 み 、 あ る い は組織独自の能力を意味 して お り、

　　 ケイパ ビ リテ ィ や コ ア
・コ ン ピ タ ン ス と 区別 せ

　　 ず用 い る 。

（3）

 

（5）

 

しか し、技術 の 流動性 （Dynamism ）に つ い て

は 、成果 の差は さほ ど見られなか っ た 。

伊藤哲 （STLCD （株） 総務部長）、 イ ン タ

ビュ
ー、2002年 7月 26 日 （於 STLCD （株），

愛知県）

イ ン タ ビュ
ー

の 中で 、競争企業の 松下 は他の 方

式 の 特許を持 っ て い る とされ る。

例えば、イ ン タ ビ ュ
ーで は、あ る半導体同士 の

合弁の 場合、互 い に求め る製品品目 （A 社 ：テ

レ ビ、B 社 ：パ ソ コ ン ）の 差異の た め、別の 工

程 （ラ イ ン も別 々 、技術者の部署 も別 々 ）を各々

作 っ て製造する こ ともあっ た とされ る 。
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